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(57)【要約】
　　【課題】非接着箇所の形成を防止しつつ接着剤のは
み出しを抑制させ得るホットメルト接着シートの提供を
課題としている。
　　【解決手段】ホットメルト接着剤が用いられてなる
接着剤層が繊維シート基材の両面側に形成されているホ
ットメルト接着シートであって、前記接着剤層の内の少
なくとも一方の層内には、複数の気泡が形成されている
ことを特徴とするホットメルト接着シートを提供する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ホットメルト接着剤が用いられてなる接着剤層が繊維シート基材の両面側に形成されて
いるホットメルト接着シートであって、
　前記接着剤層の内の少なくとも一方の層内には、複数の気泡が形成されていることを特
徴とするホットメルト接着シート。
【請求項２】
　前記接着剤層に形成されている気泡が、繊維シート基材側により多く形成されている請
求項１記載のホットメルト接着シート。
【請求項３】
　前記ホットメルト接着剤には、結晶性飽和ポリエステル樹脂成分とエポキシ樹脂成分と
を含む樹脂成分が含有されており、しかも、前記樹脂成分が架橋された状態で前記接着剤
層が形成されている請求項１又は２記載のホットメルト接着シート。
【請求項４】
　前記ホットメルト接着剤には、イソシアネート成分が含まれており、前記樹脂成分が、
前記イソシアネート成分によって架橋されている請求項３記載のホットメルト接着シート
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ホットメルト接着剤が用いられてなるホットメルト接着シートに関し、より
詳しくは、ホットメルト接着剤が用いられてなる接着剤層が繊維シート基材の両面側に形
成されているホットメルト接着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、部材どうしの固定方法として、その作業の手軽さから接着剤による固定方法が広
く採用されている。
　中でも、ホットメルト接着剤がシート状に形成されてなるホットメルト接着シートは、
予め所定の形状に加工しておくことで接着領域を確定することができ、該接着領域からの
接着剤のはみ出しを抑制し得る点において狭小エリアにおける接着などに広く用いられて
いる。
　このホットメルト接着シートは、比較的温度の高い条件下においても接着性が保持され
ることから電気電子機器において広く用いられており、例えば、特許文献１には、携帯電
話などの携帯端末情報機器の筐体の接着にホットメルト接着シートを用いることが記載さ
れている。
【０００３】
　このホットメルト接着シートによる接着を実施する際には、加熱することでホットメル
ト接着シートを軟化させ、接着する部材と該部材が接着される被着体との間に軟化された
ホットメルト接着シートを挟んで前記部材を被着体方向に押圧することによりホットメル
ト接着シートと部材、あるいは、ホットメルト接着シートと被着体との表面どうしを圧接
させることが行われている。
　このとき部材表面と被着体表面との平行が保たれていない場合にはホットメルト接着シ
ートと部材あるいはホットメルト接着シートと被着体とが接触しない箇所が形成されるお
それがあり、部分的に非接着箇所が形成されるおそれがある。
【０００４】
　通常、ホットメルト接着シートによって接着される部材や被着体の表面には多少の凹凸
があるため、部材表面と被着体表面との平行を確保しつつ接着を実施することは実質困難
である。
　このことに対し部材の押圧力を増大させることにより、非接着箇所が形成されることを
防止することも考え得るが、その場合には、元々十分に接着される状態にあった箇所には
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過大な圧力が作用されることから接着剤が当該箇所から側方に向けて流動し、接着箇所か
ら接着剤をはみ出させるおそれを有する。
【０００５】
　ところで、近年、携帯電話機の筐体を接着する場合のように接着領域が細長く接着時に
おけるホットメルト接着シートへの圧力が不均一なものになりやすい用途において、不織
布等の繊維シート基材の両面側に接着剤層が形成されているホットメルト接着シートが用
いられるようになってきている。
　このホットメルト接着シートは、繊維シート基材を有することから、接着時に大きな圧
力が加えられたとしても少なくともこの繊維シート基材の厚みが確保されることとなり、
接着剤のはみ出しがある程度抑制されうる。
　しかし、このホットメルト接着シートは、繊維シート基材を備えていないホットメルト
接着シートと同じく、接着する部材や被着体に対する接触状態の均一化を図ることができ
るものではなく、単に接着後の接着剤の厚みを一定以上に確保するものである。
　したがって、非接着箇所の形成を防止しつつ接着剤のはみ出しを十分抑制することが困
難なものである。
【０００６】
　すなわち、従来のホットメルト接着シートは、非接着箇所の形成を防止しつつ接着剤の
はみ出しを抑制させることが困難であるという問題を有している。
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－１７１６４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、非接着箇所の形成を防止しつつ接着剤のはみ出しを抑制させ得るホットメル
ト接着シートの提供を課題としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、前記課題を解決すべく、ホットメルト接着剤が用いられてなる接着剤層が繊
維シート基材の両面側に形成されているホットメルト接着シートであって、前記接着剤層
の内の少なくとも一方の層内には、複数の気泡が形成されていることを特徴とするホット
メルト接着シートを提供する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明のホットメルト接着シートの接着剤層内には、気泡が複数形成されていることか
ら接着剤層を形成しているホットメルト接着剤が加熱されて軟化された際には、この気泡
によってホットメルト接着シートに優れたクッション性能が発揮される。
　したがって、例えば、ホットメルト接着シートによって接着される部材や該部材が接着
される被着体との表面に凹凸が形成されていたとしても、前記クッション性能によって部
材や被着体の表面に対する良好なる追従性が発揮されうる。
　しかも、接着剤の側方への流動は、この気泡が押し潰された後に、さらに圧力が加えら
れた際に主として生じることとなる。
　本発明のホットメルト接着シートは、前記クッション性能によって、通常、前記気泡が
完全に押し潰されるまでに部材や被着体の表面と十分接触され得ることから接着剤の側方
への流動を抑制しつつ接着箇所全体に良好なる接着状態を形成させうる。
　すなわち、本発明によれば非接着箇所の形成を防止しつつ接着剤のはみ出しを抑制させ
得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明の実施形態について、図１を参照しつつ説明する。
　図１は、本実施形態のホットメルト接着シートの断面図であり、この図１にも示されて
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いるように、本実施形態のホットメルト接着シート１は、繊維シート基材２の一面側に第
一の接着剤層３ａ（以下「第一接着剤層３ａ」ともいう）を有し、他面側に第二の接着剤
層３ｂ（以下「第二接着剤層３ｂ」ともいう）が形成されており、全体シート状に形成さ
れている。
　前記繊維シート基材２は、通常、１０～１００μｍの厚みとなるように形成されており
、前記第一接着剤層３ａと前記第二接着剤層３ｂとは、それぞれ、通常３０～１００μｍ
の厚みとなるように形成され、ホットメルト接着シート１全体としては、通常７０～３０
０μｍの厚みとなるように形成されている。
【００１２】
　そして、前記第一接着剤層３ａと前記第二接着剤層３ｂとは、ホットメルト接着剤によ
り形成されており、前記第一接着剤層３ａの内部には複数の気泡Ｂが形成されている。
　一方で、前記第二接着剤層３ｂには、実質、気泡が形成されていない。
　前記気泡Bは、独立気泡状態で第一接着剤層３ａに形成されており、同一容積を有する
真球に換算した際に、直径が１０～６０μｍとなる大きさを有している。
　また、前記気泡Ｂは、前記第一接着剤層３ａを繊維シート基材２側（図１下側）の半分
と表面側（図１上側）の半分とを比較した際に繊維シート基材２側により多く存在してい
る。
　すなわち、第一接着剤層３ａに形成されている気泡は、繊維シート基材２側により多く
形成されている。
【００１３】
　前記第一接着剤層３ａと前記第二接着剤層３ｂとを構成するホットメルト接着剤には、
通常、加熱することで軟化されて接着性が発揮される樹脂組成物（以下「接着剤層用組成
物」ともいう）が用いられている。
　本実施形態のホットメルト接着シート１においては、第一接着剤層３ａと第二接着剤層
３ｂとを形成すべく用いられている前記接着剤層用組成物には結晶性飽和ポリエステル樹
脂とエポキシ樹脂とが含まれている。
　さらに、接着剤層用組成物には、非結晶性飽和ポリエステル樹脂が含まれている。
　また、前記接着剤層用組成物には、さらに、結晶性飽和ポリエステル樹脂とエポキシ樹
脂とを架橋するためのイソシアネート成分（以下「イソシアネート架橋剤」ともいう）が
含有されており、前記該イソシアネート架橋剤で結晶性飽和ポリエステル樹脂とエポキシ
樹脂とが架橋された状態で前記第一接着剤層３ａと前記第二接着剤層３ｂとが形成されて
いる。
【００１４】
　なお、前記結晶性飽和ポリエステルとは、酸成分とグリコール成分とを含んだポリエス
テルの内、示差走査型熱量計（ＤＳＣ）による測定で、結晶化に由来する発熱ピーク又は
及び結晶融解に由来する吸熱ピークを示すポリエステルである。
【００１５】
　前記酸成分としては、シュウ酸、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、ウンデカンジカ
ルボン酸などの脂肪族ジカルボン酸、ヘキサヒドロテレフタル酸などの脂環族ジカルボン
酸などが例示される。
【００１６】
　前記グリコール成分としては、たとえばプロピレングリコール、ネオペンチルグリコー
ルなどの脂肪族グリコール、シクロヘキサンジメタノールなどの脂環族グリコール、ビス
フェノールＡなどの芳香族ジヒドロキシ化合物などが例示される。
【００１７】
　なお、本実施形態のホットメルト接着シート１の接着剤層用組成物には、結晶性飽和ポ
リエステル以外に結晶性不飽和ポリエステルを含有させることもでき、該結晶性不飽和ポ
リエステルとしては、例えば、酸成分が芳香族のジカルボン酸からなり、グリコール成分
が直鎖のジオールからなるポリエステルを挙げられる。
【００１８】
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　前記結晶性飽和ポリエステル樹脂は、そのガラス転移温度（以下、「Ｔｇ」ともいう）
が、－７５～－４０℃の範囲にあることが好ましく、特に、－７０～－５０℃の範囲にあ
ることが更に好ましい。
　Ｔｇがこのような範囲の結晶性飽和ポリエステル樹脂を用いることにより、ホットメル
ト接着シートに一層ゴム弾性を付与させることができ、接着剤としての凝集力をいっそう
向上させ得る。
【００１９】
　即ち、接着剤層用組成物に含まれる結晶性飽和ポリエステル樹脂のＴｇを－４０℃以下
とすることにより、耐寒性に優れたホットメルト接着シートを形成させ得る。
　また、この結晶性飽和ポリエステル樹脂のＴｇを－４０℃以下とすることにより、低温
接着特性を良好なものとし得るとともに、溶融粘度を低下させて接着時の温度条件を低下
させることができる。
　したがって、電子機器に用いられるような場合であっても、チップ部品などを熱で損傷
させてしまうおそれを抑制しつつ接着を実施することができる。
【００２０】
　一方、この結晶性飽和ポリエステル樹脂におけるＴｇを－７５℃以上とすることにより
、ホットメルト接着シートが柔軟になり過ぎることを抑制させることができ、しかも、軟
化点が低くなり過ぎることを抑制させることができて、常温または、加熱された状況にお
いても高強度の接着を形成させ得る。
　また、流れ性が大きくなりすぎて接着温度、接着時間などといった使用条件が狭い範囲
となることをも抑制させ得ることから、作業性を向上させ得る。
【００２１】
　なお、本明細書中においては、特段の記載がない限りにおいて、このガラス転移温度（
Ｔｇ）は、ＪＩＳ　Ｃ　６４８１　ＤＳＣ法により測定される値を意図している。
　すなわち、このガラス転移温度（以下「Ｔｇ」ともいう）は、例えば、示差走査熱量計
を用いて、試験片を室温から２０℃／分の割合で昇温させた場合の発熱量を測定し、得ら
れた吸熱曲線（発熱曲線）のガラス転移領域に現れる変曲点を挟んで前後の吸熱曲線（発
熱曲線）に延長線を引き、この延長線間の中間を通る直線と吸熱曲線（発熱曲線）との交
点から求めることができる。
【００２２】
　また、この結晶性飽和ポリエステル樹脂の分子量は、１００００～５００００であるこ
とが好ましい。
　結晶性飽和ポリエステル樹脂がこのような分子量であることが好ましいのは、結晶性飽
和ポリエステル樹脂の分子量を１００００以上とすることにより、ホットメルト接着シー
トが脆くなるおそれを抑制させることができホットメルト接着シートに優れた耐寒性を付
与させ得るためである。
　一方で５００００以下とすることにより、軟化点が高くなり過ぎることを抑制でき、低
温接着特性の悪化を防止し得るとともに、溶融粘度が高くなることを抑制させ得ることか
ら、電子機器に用いられるような場合であっても、チップ部品などを熱で損傷してしまう
おそれを抑制しつつ接着を実施することができる。
【００２３】
　また、前記非晶性飽和ポリエステルとは、ＤＳＣによる測定で、明確な結晶化あるいは
結晶融解ピークを持たない樹脂である。
　より具体的には、この非晶性飽和ポリエステルとしては、酸成分として、シュウ酸、コ
ハク酸、アジピン酸、セバシン酸、ウンデカンジカルボン酸などの脂肪族ジカルボン酸、
ヘキサヒドロテレフタル酸などの脂環族ジカルボン酸の１種または２種以上と、グリコー
ル成分としてエチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネ
オペンチルグリコール、ヘキサメチレングリコールなどの脂肪族グリコールの１種または
２種以上とが用いられてなるものを例示することができる。
【００２４】
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　前記結晶性飽和ポリエステル樹脂とともに前記接着剤層用組成物に配合される非結晶性
飽和ポリエステル樹脂は、ホットメルト接着シート（の接着剤層）の脂組成物の凝集力を
増大させ、しかも結晶性飽和ポリエステル樹脂のゴム弾性を調整する役割を発現すべく接
着剤層用組成物に配合されており、この非結晶性飽和ポリエステル樹脂を配合することに
より、本実施形態のホットメルト接着シートの柔軟性（硬さ）を調整して、電子機器など
の筐体の接合用途などにおいて、例えば落下などの衝撃が加えられた際にホットメルト接
着シート内部に適度の応力緩和が生じ衝撃を吸収し接着部分に加わる引剥力を減滅させる
効果を発揮させうる。
　即ち、前記結晶性飽和ポリエステル樹脂は比較的ゴム弾性を有しているが、この非結晶
性飽和ポリエステル樹脂は、その凝集力、接着剤の硬さを調整し、電子機器などの筐体の
接合用途などにおいて、衝撃で発生する引剥力を接着剤内部の適度な応力緩和により減滅
させるための硬さ調整する役割を果している。
【００２５】
　本実施形態における非結晶性飽和ポリエステル樹脂は、そのＴｇが、－１８～８４℃の
範囲にあることが好ましい。
【００２６】
　この非結晶性飽和ポリエステル樹脂は、ホットメルト接着シートの軟化温度ならびに接
着時におけるフロー（流れ性）を調整すべく配合されており、この非結晶性飽和ポリエス
テル樹脂を含有させることによって、接着時に軟化状態から冷却固化される際などの収縮
量を緩和させることができる。
【００２７】
　また、本実施形態のホットメルト接着シートに用いられる非結晶性飽和ポリエステル樹
脂はその分子量が１５００～３５０００であることが好ましい。
　非結晶性飽和ポリエステル樹脂の分子量が、上記のような範囲であることが好ましいの
は、前記接着剤層用組成物の物性の改質・改善性を特に顕著なものとさせ得るためである
。
　すなわち、分子量を１５００以上とすることにより、ホットメルト接着シートの脆性低
下を抑制しつつ凝集力、接着剤強さを向上させ得る。また、分子量を３５０００以下とす
ることにより、接着温度などの接着条件が高温に制限されることを抑制させ得る。
【００２８】
　前記結晶性飽和ポリエステル樹脂と前記非結晶性飽和ポリエステル樹脂との配合割合は
、特に限定されるものではないが、一般的には、前記結晶性飽和ポリエステル樹脂１００
重量部に対し、前記非結晶性飽和ポリエステル樹脂が２～５０重量部の範囲とされ、特に
好ましくは５～４０重量部の範囲とされる。
【００２９】
　結晶性飽和ポリエステル樹脂に対する非結晶性飽和ポリエステル樹脂の配合割合が上記
のような範囲とされることが好ましいのは、結晶性飽和ポリエステル樹脂１００重量部に
対する非結晶性飽和ポリエステル樹脂の配合量が２重量部未満の量になるとその配合によ
る効果が発現し難くなるためであり、一方で５０重量部を超えると、前記結晶性飽和ポリ
エステル樹脂が有する弾性が過度に損なわれてしまい、内部応力の緩和が期待できなくな
るおそれを有するばかりでなく、逆に接着力を低下させるおそれを有するためである。
　すなわち、結晶性飽和ポリエステル樹脂１００重量部に対する非結晶性飽和ポリエステ
ル樹脂の配合量を２～５０重量部とすることにより、ホットメルト接着シートの凝集力、
接着剤の硬さの調整といった非結晶性飽和ポリエステル樹脂の効果をより確実に発揮させ
ることができる。
【００３０】
　前記エポキシ樹脂は、ホットメルト接着シートの耐湿熱性能を向上させるべく接着剤層
用組成物中に配合される。
　例えば、ホットメルト接着シートは、特に、金属製の部材等の接合において、金属のも
つ極性、熱膨張性の大きさから、高温高湿の雰囲気下、接着剤との界面には湿気の影響を
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著しく受け、また、屋外等の気温の変化のある場所では、接着剤と被着体との膨張係数の
違いから、接着界面に繰り返しせん断力が発生しその疲労から接着力が低下する場合があ
り従来その耐用期間が短くなりがちであったが、本実施形態のホットメルト接着シートに
は、エポキシ樹脂が含まれていることからホットメルト接着シートの耐湿熱性能が従来の
ホットメルト接着シートに比べて著しく向上・改善されている。
【００３１】
　このエポキシ樹脂としては、ビスフェノールＡ型又はビスフェノールＦ型、又はこれら
の混合物、これらが共存する生成物、更にこれらの変成物等が好適である。
【００３２】
　本実施形態のホットメルト接着シート１に用いられるエポキシ樹脂の軟化点は、６０℃
～１５０℃の範囲のものが好ましい。なお、この“エポキシ樹脂の軟化点”とは、本明細
書中においては、ＪＩＳ　Ｋ　７２３４などにより測定される値を意図している。
　エポキシ樹脂の軟化点が上記のような範囲であることが好ましいのは、軟化点６０℃以
上のエポキシ樹脂を用いることで常温での過度のタック性の発現を抑制させることができ
て、ホットメルト接着シートが露出した部分に塵埃などが付着して外観が悪化したり、ブ
ロッキングなどの問題が生じたりするおそれを低減することができて、良好なる取り扱い
性を付与し得るできるためである。
　一方で、エポキシ樹脂の軟化点が１５０℃を超えると接着温度条件が高くなり過ぎる結
果、接着作業性が悪くなってしまうおそれを有するためである。
【００３３】
　さらに、このエポキシ樹脂は、そのエポキシ当量が１８０～２２００ｇ／ｅｑであるこ
とが好ましい。
　なお、このエポキシ当量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２３６により求めることができる。
【００３４】
　また、本実施形態のホットメルト接着シート１においては、前記結晶性飽和ポリエステ
ル樹脂に対するエポキシ樹脂の配合割合は、前記結晶性飽和ポリエステル樹脂１００重量
部に対し、前記エポキシ樹脂が５～１００重量部の範囲であることが好ましい。
【００３５】
　エポキシ樹脂の配合割合が上記のような範囲であることが好ましいのは、結晶性飽和ポ
リエステル樹脂１００重量部に対するエポキシ樹脂の配合量を５重量部以上とすることに
より、ホットメルト接着シートの耐湿熱性改善効果をより確実に発揮させることができ、
１００重量部以下とすることで、ホットメルト接着シートに適度な溶融粘度を付与するこ
とができ接着作業性を良好なものとさせ得るためである。
　このような点において結晶性飽和ポリエステル樹脂１００重量部に対するエポキシ樹脂
の配合量は、特に、２０～８０重量部の範囲とされることが好ましい。
【００３６】
　前記イソシアネート架橋剤は、ホットメルト接着シートの耐湿熱性の向上を目的として
用いられており、結晶性飽和ポリエステル樹脂、非結晶性飽和ポリエステル樹脂、ならび
にエポキシ樹脂中の、水酸基、カルボニル基、エポキシ基などの極性基との反応性を有す
るものを用いることができる。
　前記イソシアネート架橋剤としては、例えば、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤ
Ｉ）、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ
）などの脂肪族イソシアネートや、トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）、ジフェニルメ
タンジイソシアネート（ピュアＭＤＩ類）、トリジンジイソシアネート（ＴＯＤＩ）など
の芳香族イソシアネートが挙げられる。
【００３７】
　なお、本実施形態においては、結晶性飽和ポリエステル樹脂成分とエポキシ樹脂成分と
を含む樹脂組成物を架橋させるための成分として、ホットメルト接着シートの耐湿熱性の
向上効果をより顕著に発揮させ得る点において、上記のようにイソシアネート成分を例示
しているが、このイソシアネート成分に代えて、アミン系、酸無水物系エポキシ硬化剤や
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、過酸化物などの架橋剤を用いることもでき、要すれば、架橋剤を用いることなく電子線
架橋や放射線架橋などの架橋手段を用いることでも前記イソシアネート架橋剤を用いた場
合と同様に耐湿熱性の向上効果を得ることができる。
【００３８】
　また、前記接着剤層用組成物には、結晶性飽和ポリエステル樹脂、非結晶性飽和ポリエ
ステル樹脂、エポキシ樹脂以外にテルペン系樹脂などの粘着性付与剤を添加することがで
きる。
　また、その他に老化防止剤、酸化防止剤、難燃剤、充填剤、着色剤、加工助剤などとい
った一般的なプラスチック配合剤を接着剤層用組成物に適宜含有させることができる。
【００３９】
　なお、本実施形態においては、ホットメルト接着シートに優れた耐湿熱性を付与し得る
点において結晶性飽和ポリエステル樹脂、非結晶性飽和ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂
で構成する場合を例示して接着剤層用組成物を説明しているが、これら以外の樹脂成分に
よって構成されたホットメルト接着剤で前記第一接着剤層と前記第二接着剤層とを形成さ
せることも可能である。
　また、第一接着剤層の形成と第二接着剤層の形成とに異なる樹脂組成物を採用すること
も可能である。
【００４０】
　前記繊維シート基材２には、通常、ホットメルト接着シート１を用いて接着を実施する
際の温度（接着温度）においてその形状を保持しうる素材によって形成された不織布ある
いは織布を用いることができる。
【００４１】
　この繊維シート基材２を構成する繊維には、例えば、パルプ、綿などの天然繊維が挙げ
られる。
　また、ガラス繊維、カーボン繊維などの無機繊維も繊維シート基材２を構成する繊維と
して採用することができる。
　また、例えば、接着剤層用組成物の接着温度を超える融点を有する合成樹脂繊維を用い
て繊維シート基材２を構成させることもできる。
　この合成樹脂繊維としては、前記接着剤層用組成物（ホットメルト接着剤）の成分やそ
の軟化温度にもよるが、例えば、ポリエステル樹脂繊維、ポリアミド樹脂繊維、アクリル
樹脂製繊維などが挙げられる。
　前記のごとく結晶性飽和ポリエステル樹脂、非結晶性飽和ポリエステル樹脂、エポキシ
樹脂が用いられてなるホットメルト接着剤が前記第一接着剤層３ａと前記第二接着剤層３
ｂとの形成に用いられている場合には、通常、この結晶性飽和ポリエステル樹脂のガラス
転移温度よりも高いガラス転移温度を有するポリエステル樹脂繊維が好適に用いられうる
。
【００４２】
　次いで、本実施形態のホットメルト接着シート１を製造する方法について説明する。
【００４３】
　本実施形態のホットメルト接着シート１は、例えば、セパレータフィルムなどの上に接
着剤層を形成させて、該接着剤層の上に繊維シート基材２をラミネートした後に、繊維シ
ート基材２の反対側に新たに接着剤層を形成させる方法（方法１）、前記繊維シート基材
２の上に第一接着剤層３ａと第二接着剤層３ｂとを直接形成させる方法（方法２）、一旦
、セパレータフィルムなどの上に第一接着剤層３ａと第二接着剤層３ｂとを別々に形成さ
せた後に、それぞれを前記繊維シート基材２にラミネートする方法（方法３）などによっ
て製造することができる。
　この接着剤層は、前記接着剤層用組成物を有機溶媒中に分散させるなどして樹脂溶液を
作製し、該樹脂溶液を塗工、乾燥して接着剤層用組成物で形成されたシート状物を作製す
ることにより形成させることができる。
　また、接着剤層の内部の気泡Ｂは、この接着剤層の形成時における前記塗工の塗工膜厚
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ならびに前記乾燥の温度条件等を調整することにより形成させうる。
【００４４】
（方法１）
　例えば、結晶性飽和ポリエステル樹脂とエポキシ樹脂とを含む接着剤層用組成物を用い
る場合に、例えば、テトラヒドロフランや１，３－ジオキソランなどの溶媒を用いて樹脂
溶液を作製し、該樹脂溶液を用いて繊維シート基材２の両面側に第一接着剤層３ａと第二
接着剤層３ｂとを形成させることができる。
　より詳しくは、離型処理されたセパレータフィルムなどの上に前記樹脂溶液を塗工し、
加熱炉などによって乾燥させることにより接着剤層用組成物をシート状に成形し、このシ
ートに繊維シート基材２を熱ラミネートすることにより繊維シート基材２の一面側に第二
接着剤層３ｂを形成させ、次に、繊維シート基材２の他面側に前記樹脂溶液を塗工、乾燥
することで繊維シート基材２の両面側に第一接着剤層３ａと第二接着剤層３ｂとを形成さ
せることができる。
　なお、前記イソシアネート架橋剤による架橋反応は、この乾燥時の熱を利用して実施さ
せることができる。
　すなわち、結晶性飽和ポリエステル樹脂とエポキシ樹脂とイソシアネート架橋剤とを含
む樹脂溶液を繊維シート基材２に対して塗工、乾燥することで結晶性飽和ポリエステル樹
脂とエポキシ樹脂とをイソシアネート成分で架橋させうる。
【００４５】
　また、セパレータフィルムに樹脂溶液を塗工して乾燥させる際には、所定の乾燥条件を
採用することで実質上気泡を含有させずに接着剤層（第二接着剤層３ｂ）を形成させるこ
とができる。
　一方で、繊維シート基材２の他面側に樹脂溶液を塗工して乾燥させる際には、樹脂溶液
の溶媒に対して親和性の高い接着剤層用組成物によって一面側にすでに接着剤層が形成さ
れていることから、溶媒の揮発が緩慢となって溶媒を残留させやすい。
　すなわち、乾燥の過程において気泡を発生させやすい状態となる。
　したがって、本実施形態のホットメルト接着シート１のように一方の接着剤層（第一接
着剤層３ａ）にのみ気泡Ｂを形成させる場合には、上記のような方法が好適である。
　また、その際には、溶剤の揮発される表面側から遠い繊維シート基材２側により多くの
気泡が形成されることとなる。
【００４６】
（方法２）
　上記“方法１”に示した製造方法に代えて、例えば、繊維シート基材２の一面側への樹
脂溶液の塗工し、しかも、その塗工厚みを厚くするか、あるいは、乾燥温度を高温とする
かなどして気泡を含有する接着剤層を形成させた後に、他面側に樹脂溶液を塗工して、低
温、長時間の乾燥条件で乾燥させることで気泡のない接着剤層を形成させてホットメルト
接着シート１を製造することもできる。
　しかし、この場合には製造に要する手間が煩雑となるため、繊維シート基材２の前記他
面側に気泡Ｂを含む接着剤層を形成させる“方法１”の方が、本実施形態のホットメルト
接着シート１を製造するための好適な製造方法であるといえる。
【００４７】
（方法３）
　また、セパレートフィルムを用いて、それぞれの接着剤層を一旦形成させた後にラミネ
ートする方法においては、例えば、一方の乾燥温度を他方よりも高温にして片方にのみ気
泡を形成させてそれぞれを繊維シート基材２にラミネートすることで本実施形態のホット
メルト接着シートを作製することができる。
　なお、この場合の気泡は、接着剤層の表面側よりもセパレートフィルム側に気泡を形成
させる方が容易である。
　このような場合には、セパレートフィルム上に形成させた接着剤層を、一旦別のセパレ
ートフィルムに転写した後に、この別のセパレートフィルムに転写された接着剤層を繊維
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シート基材２にラミネートすることで繊維シート基材２側に気泡を多く存在させたホット
メルト接着シートを製造することができる。
【００４８】
　このようにして、繊維シート基材２側に気泡を多く存在させることで、このホットメル
ト接着シートを用いた接着作業の作業性を向上させうる。
　この繊維シート基材２の側により多くの気泡が形成されているホットメルト接着シート
が良好なる作業性を有する点について、以下により具体的に説明する。
　通常、ホットメルト接着シートは、このホットメルト接着シートによって接着される部
材と、該部材がホットメルト接着シートを介して接着される被着体とのいずれかに予め仮
接着された後に加熱されて本接着が実施される。
　例えば、ホットメルト接着シートを被着体に仮接着した後にこのホットメルト接着シー
トの表面を加熱して接着剤層を軟化させた後に前記部材を当接させて前記被着体側に押圧
することで接着を行う場合に前記気泡が繊維シート基材２の側により多く存在することで
前記加熱による破泡が生じるおそれを低減でき、ホットメルト接着シートのクッション性
の低下が抑制されうる。
【００４９】
　そして、この気泡が加熱されることによって生じる体積膨張を、部材の表面とホットメ
ルト接着シートの軟化された表面との当接箇所に作用させることができて、部材の表面に
対する高い追従性を発揮させ得る。したがって、非接着領域の形成がよりいっそう防止さ
れうる。
【００５０】
　さらに、接着時に部材の押圧によって気泡が圧縮される際に、該気泡を形成している空
気を、繊維シート基材を通じて側方に移動させ易いという効果も奏する。
　したがって、ホットメルト接着シートの端部からこの空気を放出させることができ、接
着時にホットメルト接着シートに加わる圧力を低下させることができる。
　したがって、接着箇所からの接着剤のはみ出しがより効果的に防止され、部材の押圧力
等に微妙な調整を必要とせず、簡便な作業で接着を実施させ得る。
【００５１】
　なお、本発明においては、ホットメルト接着シートを上記例示の材料によって形成され
たものに限定するものではなく、また、上記例示の製造方法によって製造されたものに限
定するものではない。
【実施例】
【００５２】
　次に実施例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらに限定されるも
のではない。
【００５３】
（実施例）
　繊維シート基材には、ポリエステル樹脂製不織布（プライマー処理なし）、厚み７０μ
m、目付け２０ｇ／ｍ2のものを用いた。
　また、接着剤層用組成物としては、結晶性飽和ポリエステル樹脂、非結晶性飽和ポリエ
ステル樹脂、エポキシ樹脂、無機充填剤、及びイソシアネート成分を含有する組成物を用
いた。
【００５４】
　前記接着剤層用組成物を、溶剤（ジオキソラン）に対して、固形分が約４０％（粘度が
、およそ２０００～４０００ｍＰａ・ｓ）となるように分散させて塗工液を作製した。
　この塗工液を離型処理ＰＥＴフィルムに、乾燥後厚みが約５０～７０μｍとなるように
コーティングし、気泡を含んでいない接着剤層を形成させた。
　次いで、この接着剤層の上に繊維シート基材を熱ラミネートし、さらに、この繊維シー
ト基材上に前記塗工液を塗工し、乾燥後の接着シートの合計厚さが約１５０μmとなるよ
うに塗工液をコーティングし、気泡が含有されている接着剤層を形成させた。
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　このようにして繊維シート基材の両面側に接着剤層が形成されたホットメルト接着シー
トを作製し、このホットメルト接着シートを実施例として評価を行った。
【００５５】
　作製されたホットメルト接着シートには、二回目のコーティングによって形成された接
着剤層に複数の気泡が観測された（図２参照）。
　また、この気泡は繊維シート基材（不織布）側により近い位置に形成されていることも
わかった。
【００５６】
（比較例）
　気泡が形成されないようにセパレートフィルム上に作製されたシート状のホットメルト
接着剤を繊維シート基材の両面側に熱ラミネートされたホットメルト接着シートを比較例
とした（図３参照）。
【００５７】
　実施例、比較例のホットメルト接着シートの評価方法は以下の通り。
（剥離試験用試料の作製：図４（側面図）参照）
　プレス板（下板）の上に、長さ２０ｍｍ×幅１０ｍｍ×厚み１００μｍの大きさを有す
る樹脂性ギャップ材を載置し、該ギャップ材の上に、長さ１００ｍｍ×幅２０ｍｍ×厚み
２．０ｍｍのポリカーボネート（ＰＣ）板を載置した。
　このとき、前記ギャップ材がＰＣ板の下面側中央部に接触するようにＰＣ板を配置した
。
　このＰＣ板の長さ方向両端部に前記ギャップ材と同形のギャップ材をそれぞれ載置する
とともに、このギャップ材の間に実施例、比較例のホットメルト接着シート（長さ２０ｍ
ｍ×幅１５ｍｍ）を、ＰＥＴフィルムを除去した状態で載置した。
　さらに、ＰＣ板の上面側に載置された２つのギャップ材、及びホットメルト接着シート
を覆うように長さ１００ｍｍ×幅２０ｍｍ×厚み５０μｍのポリイミド（ＰＩ）フィルム
を載置した。
　そして、このＰＩフィルムの上からプレス板（上板）で、下向きに５．８８ＭＰa（６
０ｋｇｆ／ｃｍ2）の圧力を負荷しつつ１５０℃×４秒の熱接着を行い、剥離試験用試料
を作製した。
　なお、この剥離試験用試料については、実施例のホットメルト接着シートを用いたもの
にあっては、上面側（ＰＩフィルム側）に気泡を含有する接着剤層を配したものと、下面
側（ＰＣ板側）に気泡を含有する接着剤層を配したものをそれぞれ３個ずつ作製し、比較
例のホットメルト接着シートを用いたものも３個の試料を作製した。
【００５８】
（剥離試験用）
　剥離試験用試料においてホットメルト接着シートによって接着されているＰＩフィルム
にカッターナイフで長手方向に沿って２本の切り目を平行に入れ、中央の１０ｍｍ幅の部
分を残して幅方向両端部を除去した。
　この中央の１０ｍｍ幅の部分を長さ方向一端部から他端部に向けて１００ｍｍ／ｍｉｎ
の速度で剥離しその剥離強度（１８０度ピール強度）を測定した。
　このとき、ＰＣ板の下面側に配したギャップ材が位置する２０ｍｍ長さの区間（ギャッ
プ材区間）における平均剥離強度（Ｎ／１０ｍｍ）とその前後の区間における平均剥離強
度（Ｎ／１０ｍｍ）とを求めた。
　結果を、表１に示す。
【００５９】
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【００６０】
　この表１には、実施例のホットメルト接着シートにおいては、接着時の圧力が最も高い
ギャップ材区間と、その前後の圧力が低い区間との剥離強度に大きな差が見られないのに
対し、比較例のホットメルト接着シートでは極端な差となって現れている。
　この表１からも、本発明によればホットメルト接着シートに優れたクッション性能が発
揮されることにより被着体の表面に対して良好なる追従性を有し、接着時に加えられる圧
力の不均衡による接着力のバラツキが少ないことがわかる。
　すなわち、本発明によれば接着時に加えられる圧力の不均衡による接着剤のはみ出しや
、非接着箇所の形成を抑制させ得ることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】一実施形態のホットメルト接着シートを示す断面図。
【図２】実施例のホットメルト接着シートの断面図（顕微鏡写真）。
【図３】比較例のホットメルト接着シートの断面図（顕微鏡写真）。
【図４】剥離試験用試料作製方法を示す概略図（側面図）。
【符号の説明】
【００６２】
　１：ホットメルト接着シート、２：繊維シート基材、３ａ：第一接着剤層、３ｂ：第二
接着剤層
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【図３】
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